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●仏暦二五五四年・租税免除について国税法典の内容に基づき制定する勅令（第五一四版） 

 

 前文省略 

 

 第一条 

 本勅令を「仏暦二五五四年・租税免除について国税法典の内容に基づき制定する勅令（第

五一四版）」と呼ぶ。 

 

 第二条 

 本勅令は官報公示日の翌日から施行する。［注／施行日は二〇一一年二月二二日］ 

 

 第三条 

 「温室効果ガス管理機構（オンカーン･ボリハーン･チャッカーン・ガース・ルアングラ

ジョック）」とは、仏暦二五五〇年温室効果ガス管理機構（パブリックオーガニゼーション）

設置法令に基づく温室効果ガス管理機構を意味する。 

 「国際連合のクリーン開発メカニズム委員会（カナカマカーン・ボリハーン・ゴンガイ・

ガーンパタナー･ティー・サアード・ヘン・サハプラチャーチャート）」とは、気候変動に

ついての国連条約に基づく京都議定書下におけるクリーン開発メカニズム・プロジェクト

の実施監督の義務を果たす委員会を意味する。 

 

 第四条 

 国内外でなしたカーボン・クレジット販売によって生じた部分のみ、第五条で規定した

ところに基づく温室効果ガス削減プロジェクトの純益について、会社または法人パートナ

ーシップに対し、国税法典の第二編・第三章・第三節に基づき所得税を免除する。ここに

局長が布告規定した原則、方法及び要件に従う。 

 第一段に基づく所得税免除は、仏暦二五五三年（西暦二〇一〇年）一月一日以後に始ま

る会計期に適用し、以下のように最初の会計期を数え始める。 

 （一）第五条（一）に基づくプロジェクトについては国際連合のクリーン開発メカニズ

ム委員会が保証した時。 

 （二）第五条（二）に基づくプロジェクトについては温室効果ガス管理機構がカーボン・

クレジット販売保証書を発行した時。 

 

 第五条 

 以下のプロジェクトに対し第四条に基づく所得税を免除する。 

 （一）仏暦二五五五年（西暦二〇一二年）もしくはそれ以前に温室効果ガス管理機構か

らプロジェクトの保証を受けた Certified Emission Reductions (CERs)種のカーボン・クレ



ジットを販売するクリーン開発メカニズム･プロジェクト。 

 （一）仏暦二五五五年（西暦二〇一二年）もしくはそれ以前に温室効果ガス管理機構に

プロジェクトを登録した Voluntary Emission Reductions (VERs)種のカーボン・クレジッ

トを販売する温室効果ガス削減プロジェクト。 

 

 第六条 

 財務大臣を本勅令の主務大臣とする。 

（おわり） 


